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Summary 
 This study aimed to clarify the differences in after-school childcare according to the scale of the childcare 
group and the floor plans. The findings from three surveys are as follows. 
1) There is a tendency for the number of children related to the number of primary school zones. 
2) From the questionnaire, as the number of children increases the area per child decreases and this leads to 
negative effects such as overcrowded conditions especially where more than 50 children. 
3) The hearing survey showed that the usage of the facility`s space differed according to the group scale. In 
the case of an adequate scale; 40 children or less, children can play freely anywhere they like. In the case 
of an acceptable scale; from 41 to 70, children can play with no trouble by separating groups into different 
rooms. In the case of a large scale; over 70, children play not only in their rooms but also in the hallways 
and outside. 
4) From the observation survey, it seems that there are differences in the combination of children`s play 
groups between the case of 30 children with 3rooms and the case of 60 children with 2 rooms and 1corner. 
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Ⅰ はじめに 
 
１．研究の背景 
 学童保育注 1)は、働く親の自主保育から草の根的に
生まれ、制度が後追いする形で発展してきた。女性
の社会進出、核家族化が進行する中で、いわゆる
「カギッ子」が増加したことから、家庭に代わる放
課後の生活の場が強く求められ、繰り返す運動の成
果として 1997 年に児童福祉法の位置づけを得た。
だが、高まる需要に対して受け皿となる施設整備
が追いつかず、待機児童が生まれる一方、定員緩
和等による学童保育の大規模化が深刻なケースが
少なくない。 
 学童保育は法制化されたものの、国が定める最
低基準はなく、運営に対する補助基準のみであり、
質の目安となるのは 2007 年に策定された「放課後
児童クラブガイドライン」(以下、ガイドライン)
である。それには「集団の規模はおおむね 40 人程
度、最大 70 人まで」「専用の部屋または間仕切り
等で区切られた専用スペース」を設け、「児童 1 人
あたりおおむね 1.65 ㎡以上」の面積を確保し、「静
養スペース」を設けることが明記されているが、
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ガイドラインには法的拘束力がなく、学童保育の
質を確保するには不十分な内容と言わざるを得な
い注 2)。 
 2011 年には国が補助基準の枠組みを変更するこ
とで 70 人を超える大規模保育の解消を図ったが、
実際には、場所確保の困難さや財源不足から施設
の分割・新設はあまり進まず、大規模学童保育が
増えているとの指摘もある 1)。学童保育の質を確保
し、必要とする全ての家庭が安心して利用できる
ためには、学童保育の適正規模化の実現とともに、
適正人数に対応した施設整備が急務の課題である。 
 
２．関連研究の検討と目的  
 学童保育の適正規模については、利用者の増加
に伴う事故・怪我の多発 2）といった過密化の弊害
が現場から報告される中で議論されてきた。ガイ
ドライン原案の基礎資料となった子ども未来財団
の調査研究 3）では、指導員が子ども集団全体を掌
握しながら指導できる「指導上望ましい規模」を
適正規模と捉え、指導員と保護者の意識を基に適
正規模は 30 人程度と結論づけている。他方、実践
者である野中 4）は子ども同士の関係に着目し、「放
課後の遊びと生活を共にするパートナーとして子
ども自身が互いを知り合い、認め合える関係を築
ける範囲」を適正規模と捉え、「適正規模は 40 人
まで」と指摘している。このように、現場では適
正規模は 30～40 人程度との認識が定着しつつある
が、施設空間と集団規模が子ども達の過ごし方に
どのように作用しているかを明らかにした研究は
ない。 
 学童保育施設の建築計画に関する研究は一定の
蓄積がある。民家型学童保育所を対象に室分解と
児童ひとり当たりの床面積の関係を捉えたもの5）、
子どもの行為に必要な面積を捉えたもの6）、平面構
成と子どもの活動・行為との関係を捉えたもの7)8)9)、
全国的な保育環境の特徴を明らかにしたもの10）等
があるが、子どもの集団規模に着目した研究はほ
とんどない。空間計画の前提にある人数規模によ
って子どもの行為や施設空間の使われ方にどのよ
うな差異があるのかを明らかにすることは重要で
ある。そこで本研究では、子ども集団の適正規模
化に着目して平面構成及び集団規模と子どもの行
為との関係から空間計画上の知見を得ることを目
的とする。 
 
Ⅱ 研究の方法  
 
１．調査対象事例の選定  
 学童保育施設には専用施設もあるが、多くは小
学校の余裕教室、児童館、保育園、集会所、民家
といった既存施設を活用したものであり、多様な
施設規模、平面構成がみられる。 
 清水らの既往研究 9)にあるように、学童保育施設
が一室構成の場合、静的行為と動的行為の同時展
開が難しいという基本課題があり、子どもの行為
が大きく制限されてしまう。そこで本研究では、
静的行為と動的行為を区分する可能性がある複数
室構成の学童保育施設を対象に、平面構成、集団
規模、密度と空間の使われ方の関係を捉える。 
 複数室構成が多いと考えられる児童館で主に実
施しており、10 人規模から 100 人規模までの幅広
い集団規模の事例が存在する京都市を対象とする。 
 
２．京都市の放課後施策 
 京都市の放課後対策事業は大きく分けて３つあ
り、①児童館事業、②学童保育事業（放課後児童
健全育成事業）、③放課後まなび教室（放課後子
ども教室推進事業）である。①は 18 歳までの全て
の児童とその保護者を対象に児童館において遊び
を通じた健全育成をねらうもの、②は共働き・ひ
とり親家庭等の低学年児童を対象に家庭に代わり
遊びと生活の場を提供するもの、③は小学校余裕
教室を活用して安全・安心な活動拠点と自主的な
学習の場を週３〜５日提供するもの注 3)である。い
ずれも小学生の放課後の居場所を提供するものと
言えるが、目的や役割が異なる。 
 2012 年現在、京都市が運営を委託する学童保育
所は 138 か所あり、設置率は 81%と、全国（93%）
に比べてやや低い状況にある注 4)。従来小学校敷地
内に設置されてきた学童保育施設は、1978 年以降
児童館に一元化され、児童館 130 か所中 127 か所で
学童保育事業が実施されている。児童館で実施し
ている学童保育の特徴は、乳幼児から中高生まで
の一般児童とも交流を持てる点である。対象児童
は１～３年生（障害児は４年生まで）、定員は概
ね 60 名である。延長利用を含む保育時間は、平日
は下校時〜18:30 まで、土曜日・学校休業日は 8:30
～18:30 までで、利用料（おやつ代を除く）は、9,500
円/月を上限とし、利用時間や家庭状況により減免
制度がある注 5)。 
(2)
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３．調査概要 
 調査の概要を表 1 に示す。本研究は 2005 年に行
った３調査に基づく。調査の実施から時間が経過
し、学童保育を取り巻く法制度や状況は変化して
いるが、前述したように、大規模学童保育の解消
がなかなか進まず、未だ模索されている中で、施
設の平面構成と集団規模からみた子どもの過ごし
方の差異を明らかにすること、さらに学童保育の
適正規模と、それに対応した空間計画上の知見を
得ることには大きな意義があり、学童保育の質の
確保につながると考えた。 
1)ヒアリング調査 
 まず、具体的な施設空間の使われ方、保育方法、
指導員の意識を把握するとともに、調査票の質問
項目を整理・検討するため、京都市担当課が作成
したリストの中から、登録児童数の規模、運営主
体、施設形態の組み合わせが異なるように選出し
た７事例の指導員に対して訪問ヒアリング調査を
実施した。 
 登録児童数の規模は、ガイドラインで適正規模
とされている40人以下のもの、許容されている41
～70人以下のもの、大規模とされている71人以上
のものが含まれるように選定した。 
2)アンケート調査 
 次に京都市の学童保育の概況を把握するため京
都市が運営委託する学童保育所の指導員に対して
アンケート調査を実施した。調査時期は2005年10
月～12月、有効回答数34、回収率29.3％である。
併せて平面図の収集を行った。 
3）観察調査 
 ヒアリング調査対象施設の中から、平面構成と
登録児童数の規模が異なる２施設を選定し、観察
調査を行った。調査内容は、子どもの来所時から
帰宅時までの間、子ども及び指導員がどこで誰と
何をしているかを 15 分毎に記録した。加えて、お
やつの開始や帰りの会の開始等、場面が変化した
際、指導員や子ども達の発言や行為・様子も随時
記録した。 
 
４．分析の枠組み 
 分析の手順は以下である。まず、アンケート調
査の結果から、京都市の学童保育の概況を整理し、
過密化の実態を明らかにし、施設空間と集団規模
による学童保育の差異を、保育内容、指導員と子 
どもとの関係、子ども同士の関係に焦点を当てて 
表 1 調査概要 
 
 
明らかにする（Ⅲ）。次に、ヒアリング調査から、
施設の平面構成及び集団規模別に施設空間の使わ
れ方や保育方法の差異を明らかにする（Ⅳ）。さ
らに、観察調査から、子どもの滞在場所と行為、
遊び集団の構成の特徴を捉える（Ⅴ）。結論とし
て、施設の平面構成タイプと集団規模からみた子
どもの過ごし方を整理する（Ⅵ）。 
 
Ⅲ 学童保育の実態 
 
１．調査対象施設の概要 
 アンケート調査から、京都市の学童保育所の概
況を整理する（表 2）。 
1)運営的特徴 
 京都市が委託する運営主体は6種あり、全て民営
である。運営形態は「公設民営」（27例）が「民
設民営」（7例）より多い。定員は「60名」(22例)
が多いが、最少が30名、最多が120名と、施設によ
り大きく異なる。 
 登録児童数は平均59.8人であるが、最少7人、最
多123人と施設により大きく異なり、定員のある13
(3)
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例（/32例）で定員を超過している。４月時点の登
録児童数と比較すると「増加」(3例)・「変化なし」
(7例)より「減少」（24例）したケースが多い。 
 利用児童の小学校区数をみると「１校区」は9例
のみで、「２校区」（14例）、「３校区以上」（8
例）と、複数校区から利用があるケースが多く、
校区数が多いほど登録児童数も多い（図1）。 
 児童館職員及び学童保育指導員（以下、指導員）
の数は、最少3人、最多8人であり、平常時の保育
体制は平均4.7人である。登録児童数が多いほど保
育時の指導員数も当然多く、指導員１人当たりの
子ども数は最少1.8人/人、最多20.2人/人、平均
12.4人/人である。 
2)空間的特徴と利用形態 
 施設形態には「児童館型」（32例）と「専用施
設型」（2例）があり、さらに「児童館型」には、
児童館単独の「児童館単独型」（19例）と、高齢
者福祉施設等が併設された「児童館複合型」（13
例）がある。なお「児童館型」の場合、学童保育
利用児童の利用が大部分であるが、一般利用児童
の利用も多少ある。施設形態が児童館型であって
も、児童館そのものが「小学校敷地内」（5例）や
「寺・教会敷地内」（3例）にあるケースも存在す
る。 
 開設階は１階から４階まであり、２階以上に設
置された「非接地」（11例）より、１階に面した
「接地」（23例）のケースが多く、「非接地」の
うち7例（/11例）が「児童館複合型」である。 
 延床面積は平均250.9㎡であるが、最小128.5㎡、
最大423㎡と、施設により大きく異なる。施設形態
別にみると、「専用施設型」はいずれも150㎡以下
と小規模であるのに対し、「児童館単独型」は151
～250㎡に山があり、「児童館複合型」は201㎡以
上がほとんどである。 
 室数は「２室」(1例)・「３室」（6例）が少し
あるが、「４室」（16例）・「５室以上」(11例)
が大部分を占める。 
 フロア数は「ワンフロア」（22例）が「複数フ
ロア」（12例）より多く、延床面積が大きくなる
と「複数フロア」が多くなり、延床面積251㎡以上
では「複数フロア」が過半数を占める。 
 
3)平面構成タイプの分類 
 
 
表 2 調査対象施設の基本属性 
 
 
図 1 登録児童数の規模と校区数 
児童館単
独
児童館複合 専
用
施設 総計
N=19 N=13 N=2 N=34
公設民営 13 12 2 27
民設民営 5 2 0 7
児童館 15 1 0 16
複合施設 0 10 0 10
寺・教会 2 1 0 3
小学校 1 2 2 5
〜40人 2 1 0 3
41〜70人 13 10 0 23
71人〜 1 1 1 3
不定 1 0 1 2
不明 1 2 0 3
〜30人 4 2 0 6
31〜50人 3 2 0 5
51〜70人 8 6 0 14
71人〜 3 4 2 9
1校区 4 5 0 9
2校区 9 5 0 14
3校区〜 2 4 2 8
不明 2 0 0 2
3人 1 0 0 1
4人 12 8 0 20
5人 4 2 0 6
6人 1 1 1 3
7人〜 0 3 1 4
接地 15 6 2 23
非接地 3 8 0 11
〜150㎡ 1 0 2 3
151〜200㎡ 4 2 0 6
201〜250㎡ 7 4 0 11
251〜300㎡ 3 4 0 7
301㎡〜 3 4 0 7
2室 0 0 1 1
3室 2 3 1 5
4室 12 4 0 16
5室〜 4 7 0 11
ワンフロア 10 10 2 22
複数フロア 8 4 0 12
複数あり 0 3 2 5
あり 17 11 0 28
なし 1 0 0 1
あり 18 14 0 32
なし 0 0 2 2
あり 18 14 1 33
なし 0 0 1 1
あり 14 11 0 25
コーナーあり 3 3 0 6
なし 1 0 2 3
あり 8 5 1 14
なし 10 9 1 20
２室型 1 0 2 3
２室１Ｃ型 1 3 0 4
３室型 12 4 0 16
多室型 4 7 0 11
外遊び場
空間構成
タイプ
定員
登録
児童数
校区数
指導員数
室数
フロア数
生
活室
遊戯室
事務室
図書室
設置運営
形態
開設場所
接地
状
況
床面積
(4)
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 採集した平面図をみると、ほとんどの事例に、
学童保育利用児童の専用室である「生活室」、「遊
戯室」、「事務室」、「図書室」が整備されてい
た。そこで、事務室を除き、子どもが主に使用す
る部屋数と建具・床材により区分けされた領域の
有無から平面構成タイプを以下の４タイプに分類
した。 
①２室型（3例）：生活室２室から成る専用施設型
（2例）のものと、遊戯室と図書室から成る児童館
型（1例）のもの。 
②２室１Ｃ型(4例)：生活室と遊戯室から成り、遊
戯室または廊下・ホールに図書コーナー等がある
児童館型のもの。 
③３室型（16例）：生活室と遊戯室の他、図書室
(13例)または多目的室等の諸室（3例）から成るも
の。 
④多室型（11例）：生活室、遊戯室、図書室を含
み、４室以上から成るもの。 
 
２．過密化 
 図 2 は登録児童数と延床面積の関係を示したも
のである。登録児童数が多くなると当然延床面積
も大きくなる傾向があるが、登録児童数が多くて
も延床面積が小さいケースもある。子ども１人当
たりの床面積は平均 5.62 ㎡/人であるが、最大
28.74 ㎡/、最小 1.04 ㎡/人と、施設により大きく
異なる。専用施設型ではいずれも１人当たりの床
面積が 2 ㎡/人に満たない。 
 図 3 は登録児童数と子ども１人当たりの生活室 
図 4 集団規模別、所外保育の実施頻度 
図 5 平面構成タイプ別、所外保育の実施頻度 
 
の床面積の関係を示している。最大 8.5 ㎡/人、最
小 0.51 ㎡/人、平均 1.24 ㎡/人であり、ガイドラ
インに示された「児童１人当たり 1.65 ㎡/人以上」
を満たしているのは 2 例のみで、「1.65 ㎡/人」を
下回るケースが大半である。そうした中で、新た
な敷地に分室を確保した、または、敷地内で複数
の生活室を確保した 5 例では、過密化が若干緩和
されている（○で囲んだ事例）。 
 
３．保育内容 
1)所外保育 
 所外保育は、保育時間の短さに加え、大集団で
は気軽に出かけられない活動である反面、「狭い
室内を補うためにできるだけ近くの公園や川へ出
掛けるようにしている（延床面積：264.8㎡/登録
   図 2 登録児童数と子ども    図 3 登録児童数と子ども１人当たりの生活室の床面積 
     １人当たりの延床面積    
(5)
－ 25 －
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児童数：66人）」のように、子ども達を戸外に連
れ出さざるを得ないケースもある。 
 所外保育の実施頻度をみると、51人以上のケー
スでは「ほとんどない」が存在する一方、集団規
模が大きくなると「ほぼ毎日」が多くなる（図4）。
平面構成別にみると、部屋数の多少に関わらず所
外保育を行っているが、登録児童数の多いケース
が多く含まれる３室型・多室型では「ほとんどな
い」が現れる（図5）。 
2)クッキング 
 クッキングは日常的に取り組むことができ、子
ども達が楽しみにしている活動のひとつであるが、
火や刃物を使い危険が伴うため、指導員による見
守りが必要である。図6をみると、集団規模が大き
くなるとクッキングの実施頻度が少なくなると同
時に、51人以上のケースではクッキングを取り組
まない事例が現れている。「班に分けておやつ作
りをする」のように、やり方を工夫して取り組む
ケースもみられるが、大集団では一斉にクッキン
グに取り組むことが難しく、活動の幅を狭めてい
る。平面構成別にみると、３室型・多室型では「よ
くある」・「たまにある」をあわせると70%を超え
るが、２室型では実施頻度が比較的少ない（図7）。
これは、登録児童数が多いことから子どもに目が
行き届きにくいことに加え、施設空間が過密で、
調理に必要なスペースが不足しているためと考え
られる。 
 
４．指導員と子どもの関係 
 子ども達の状態を把握し、適切な支援をするた
めには、日々の生活の中で指導員が子ども達に継
続的に関われることが必要である。表3に示すよう
に「目配りが十分行き届く適正規模は30人程度<1>」
「40〜50名程度が落ち着いて保育できる人数<2>」
「定員60名、指導員4名ではキメ細かい気配りが難
しい<3>」「40人を超えたら集団として指導したり
一人ひとりを把握するのが困難になるので別集団
にすべき<5>」といった指導員のコメントは、保育
における集団規模の重要性を示している。 
1)所在把握 
 子ども達の所在把握は何にも増して重要である
が、集団規模が大きくなると子どもの所在把握が
難しいと感じる指導員が増える傾向があり、集団
規模が50人を超えると「やや困難」が現れる（図8）。 
平面構成別にみると、多室型では半数近くが「や 
 
図 6 集団規模別、クッキングの実施頻度 
図 7 平面構成タイプ別、クッキングの実施頻度 
 
表 3 集団規模に関する指導員のコメント 
 
図8 集団規模別、所在把握のしやすさ 
図 9 平面構成タイプ別、所在把握のしやすさ 
(6)
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図10 集団規模別、全ての子どもとの会話 
図 11 平面構成タイプ別、全ての子どもとの会話 
 
や困難」と感じており、「１階と２階が分離して 
連絡が取りにくい<4>」のように、部屋数やフロア
数が増加すると死角が増え、所在把握が困難にな
ることもある（図9）。100人を超えるケースでは 
「安全確保が第一<6>」のように、安全確保を優先
することで、保育内容や子どもとの関わりの密度
にまで気を配ることが困難になるケースもある。 
2) 子どもとの会話 
 子ども達の状態を把握するためには日々の継続
的な関わりが必要である。全ての子ども達と毎日 
会話できているかを訊ねたところ、集団規模が大
きくなるにつれ全ての子ども達と関わるのが困難
と感じているケースが多い（図10）。毎日全ての
子ども達と会話ができているのは全て50人以下の
ケースである。50人を超えると会話がやや困難と
感じるケースが現れ、71人以上では半数が困難に 
感じている。平面構成別にみると、多室型では「や
や不足している」「ほとんどできない」が過半数
を占める（図11）。以上より指導員が毎日の生活
の中で全ての子ども達と関わりが持てる集団規模
は約50人以下である。 
 
５．子ども同士の関係 
 学童保育所は遊びを中心とした異年齢児童の集
団生活の場であり、貴重な体験が得られる可能性
をもっている。図 12 をみると、集団規模が大きく
なると子ども達のタテのつながりが弱いと感じて
いる指導員が多く、51 人以上では「タテの関係が
弱い」と答える事例が現れる。その反面、71 人以 
図 12 集団規模別、子ども同士のタテの関係 
図 13 平面構成タイプ別、子ども同士のタテの関係 
 
表 4 集団づくりに関わる指導員のコメント 
 
 
上で「タテの関係が弱い」ケースが少ないのは、7
例中4例が分室を確保する等して生活集団の規模
を縮小していることが影響したと考えられる。平
面構成別にみると、室数が多いほど、タテの関係
も希薄になる傾向がある（図13）。 
(7)
－ 27 －
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 50人以下の事例には「集団というより家庭的雰
囲気<1>」のように、より活気ある集団生活を望む
声もあるが、「リーダーづくり<2>」や「班活動<3>」
を通してタテの関係づくりができているケースも
ある（表4）。一方、51人以上の事例では「子ども
達だけで大集団・異年齢集団をつくるのが難しい
<4>」「まとまりにくい<5>」「不要なトラブルが
起きる<6>」「仲間意識が育ちにくい<7>」という
ように、異年齢集団づくりに困難さを感じている。 
 
６．指導員の意識 
 表5は施設空間に関する指導員のコメントを、集
団規模及び平面構成別に整理し、内容が類似する
ものをまとめたものである。34例中23例からコメ
ントが得られた。 
 一般児童・幼児との棲み分け<3><4><8><18>につ
いては、集団規模や平面構成によらず、児童館型
学童保育特有の課題と言える。集団規模別にみる
と、50人以下では学童保育を行う上での支障はほ
とんどないが、51人以上になると多様な問題が挙
げられている。 
 
 51人以上70人以下では、３室以上あると動的遊
びと静的遊びの混在を緩和することができ<8>、落
ち着ける場の確保<11>が可能である。しかし、３
室の場合であっても雨の日は一般児童の活動に１
室あてるため、実質２室で過ごすことになり、遊
び行為が制限される<8>。一方、３室以上になると、
フロアや室の分離によって死角が増え、保育方法
の工夫が必要になる<10><13>。４室以上あっても
総面積が限られる場合は、ほっと落ち着ける場所
を確保できる<11>良さはあるが、のびのびと遊べ
る広さがある空間は失われ<12>、所外保育する事
例が現れる<14>。 
 71人以上では、室数が増えても問題が解消され
ることはほとんどない。４室以上あると空間の使
い分けができる<20>が、子ども達全員が１室に集
まり昼寝やおやつといった生活行為を一斉に行う
ことが困難になる<21、22>。さらに、落ち着ける
場所を確保しにくく、子どもの行動が施設外にあ
ふれだしている<23>。とりわけ２室型では学童保
育施設の分割または増設が急務である。子どもの
人数に応じた部屋数・広さを確保できず過密状態 
 
表 5 集団規模と平面構成タイプ別にみた施設空間に対する指導員のコメント 
 
(8)
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にあり<15>、子どもの自然な要求を満たすことが 
困難で<16>、授業や雨天時などで屋外遊び場が使
えない場合は子どもが施設内に詰め込まれること
になり<17>、生活環境として劣悪である。 
 
Ⅴ 施設空間の使われ方と保育方法 
 
 本章では、指導員へのヒアリング調査から、施
設空間の使われ方や保育の仕方についてみていく。 
 
１．調査対象事例の概要 
 調査対象事例の概要を表 6・図 14 に示す。登録
児童数の規模は、適正規模（40 人以下）のＡ、許
容規模（41〜70 人）のＢＣ、大規模（71 人以上）
のＤＥＦＧがある。 
表 6 ヒアリング調査対象施設の概要 
図 14 ヒアリング対象施設の平面図 
(9)
－ 29 －
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 施設形態は、児童館単独型（ＡＤ）、児童館複
合型（ＢＣＥＦ）、専用施設型（Ｇ）があり、Ａ
は寺内、Ｅの分室は公園内、Ｇは小学校内にある。 
 延床面積は、200 ㎡以下（ＣＧ）、201 ㎡〜300
㎡（ＡＢＦ）、301 ㎡以上（ＤＥ）であり、平面構
成タイプは、２室型（Ｇ）、２室１Ｃ型（Ｃ）、
３室型（ＡＢ）、多室型（ＤＥＦ）がある。この
うち、ＥＦＧには複数の生活室があり、Ｅは新た
な敷地に施設を分割した敷地外分離のもの、ＦＧ
は敷地内で生活室を複数確保した敷地内分離のも
のである。 
 
２．おやつ後の自由遊び 
 京都市の学童保育には共通に決められたプログ
ラムはないが、基本的な生活の流れがある。学校
から来所した子ども達は荷物をロッカーにしまい、
おやつの時間までに宿題をしたり自由に遊んだり
するところがほとんどである。おやつ後の時間は
自由に遊び、帰りの会を終えて帰宅・延長保育と
なる（表7）。  
 子ども達が概ねそろい、子どもの人数がピーク
を迎えるおやつ後の遊びに注目すると、遊戯室の
使われ方や保育の仕方が事例により異なる。 
 30人以下で３室型のＡでは、部屋毎に子ども達
を分けることなく、子ども達は好きな場所で、や
りたい遊びをしている。指導員は危険な行為を注
意したり片付けを促したりする程度で、子ども達
が遊ぶ様子を少し離れた場所から見守っている。
普段は子ども達の自由意志に任せて遊んでいるが
が、月に１度、異年齢の子どもから成る縦割班で
遊ぶ取り組みを意識的に行っている。 
 51人～70人のＢ・Ｃでは、部屋毎に遊びを分け
ている。３室型のＢでは、おやつを食べながら遊
戯室・テラスで何をするかを子ども達が話合って
決めている。例えば、遊戯室では卓球、テラスで
はドッジボールというように、動的遊びの種類を
決め、やりたい子どもは加わり、その他の子は生
活室や図書室で静かに過ごす。行事等の企画は担
当の指導員を決めているが、学童保育の時間帯は
指導員全員で子ども達に対応する。保育中は指導
員の中で学年担当を決め、所在や子どもの様子把
握に努めている。一方で、週数回は近隣の体育館
や公園に出かけており、出かけるグループと学童
保育所に残るグループとに分かれることで、施設
内の過密度が小さくなり、のびのびと遊ぶことが 
表 7  平日の流れ 
 
※Ｅはデータ不十分のため除く  
 
できている。 
 51人～70人で２室１Ｃ型のＣでは「生活室では
走ってはいけない」という約束事があり、生活室
を静的行為の場、グラウンドと遊戯室を動的行為
の場としている。遊戯室内にある図書コーナーに
は平均台やピアノが置かれており、読書や折り紙、
ピアノ演奏、寝転ぶといった静的行為がみられ、
遊戯室では動的遊びと静的遊びが同時に展開して
いる。各部屋に指導員を最低１人配置し、子ども
達と一緒に遊んだり、遊ぶ場所を整理してあげな
がら見守っている。このように、遊びの種類によ
って空間を分けることで、遊びの混在・干渉を避
けると同時に子ども達は遊びに集中できている。 
 71人以上のＤＥＦＧでは、部屋によって遊びを
分ける努力をしているが分けきれない、または指
導員によって遊びが決められる等、子どもが自由
に遊ぶことが難しくなる。多室型のＤでは、遊び
時間の前半は一輪車、後半はドッジボールという
ように、30分毎に時間を区切って遊んでいる。指
導員が予め計画した遊びを決められた時間にし、
遊びに参加しない子に対しては上級生・指導員が
遊びに誘うが、それでも参加しない場合は生活室
で過ごしている。多室型のＥではクラス制にして
おり、生活集団を２つに分け、おやつや帰りの会
をそれぞれの生活室で行っている。自分の所属す
るクラスと異なる生活室で遊ぶ子もいるが、自分
の生活室と同様に使うことはあまりない。ボール
遊び等の動的遊びには遊戯室を使い、遊びの種類
で部屋を使い分けているが、玄関ホール・廊下で
駒遊びをする姿がみられる等、あふれた子ども達
が施設全体を使って遊んでいる。多室型のＦの本
館では動的遊びには遊戯室を使っているが、生活
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ Ｇ
14:00 来所
14:15
14:30 来所 来所 来所 来所 来所
14:45
15:00
15:15 当
番
おやつ
15:30 当
番
おやつ
15:45
16:00 当
番
おやつ
16:15
16:30 帰りの会
16:45 帰りの会 帰宅 帰りの会 帰りの会 帰りの会 帰りの会
17:00 帰宅延長保育
延長保育 帰宅
延長保育
帰宅
延長保育
帰宅
延長保育
帰宅
延長保育
自
由
遊び
自
由
遊び
宿題
自
由
遊び 宿題
自
由
遊び
自
由
遊び自
由
遊び
おやつ
当
番
おやつ
当
番
おやつ自
由
遊び
自
由
遊び
自
由
遊び 自
由
遊び
自
由
遊び 自
由
遊び
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室に全ての子どもが入りきらないため、最も広い
遊戯室に机を並べ、おやつを食べている。そのた
め、おやつの前後に準備・片付けが行われるため、
遊びが中断する。また、人数が多いため、宿題に
使われる生活室も遊び部屋として使用しなければ
ならず、室毎で行為を分けることができない。分
室では動的遊びは屋外（公園）で、室内では宿題
等静かに過ごすのに使われている。一方、２室型
のＧでは、室内は静的行為に使われ、動的遊びに
は校庭が使われている。ただし、授業等の学校活
動が優先されるため、常時校庭を使えるわけでは
なく、雨の日は全員が室内で過ごすことになり、
すし詰め状態になる。指導員は本館・分室のそれ
ぞれにおいて、室内と屋外に分かれて子どもをみ
ているが、子どもが多すぎて全体の把握は難しく、
指導員同士の連絡もうまくいかないことがある。
子ども達のつながりを深めるためにみんな遊びを
しているが、人数が多く、2～3グループに分けざ
るを得ない。 
 このように、集団規模が30人規模度では、子ど
もがやりたい遊びを展開できていたが、60人規模
では、部屋によって遊び行為を分けている。事故
防止のため、遊戯室での動的遊びは指導員や子ど
も達が決めて取組むことになり、自然発生的な遊
びは生まれにくい。70人を超えると、室によって
行為をわけようとしても、十分な面積がない場合
は分けきれず、廊下等も遊び空間に使われていた。
保育体制も集団規模により異なり、60人規模にな
ると指導員を各部屋に配置する等、死角を作らな
い工夫をすることで、指導員1人がみる子どもの人
数を減らし、子どもを見守りやすくしている。 
 
Ⅵ 子どもの過ごし方 
 
 本章では、観察調査から、集団規模と平面構成
が異なる２事例で観察された子ども達の行為、滞
在場所、遊び集団の構成・規模を分析し、子ども
の過ごし方の特徴を捉える。分析対象事例は、30
人規模で３室型のＡと、70 人規模の２室１Ｃ型の
Ｃである。 
 
1．利用児童数の変動 
 調査日は、Ａでは保育中に親のお迎えで帰宅し
た１名を除いて出入りがなく、利用児童数は 20 人
〜21 人と一定であったのに対し、Ｃでは随時来所
する子と帰宅する子がいたため、28〜42 人と子ど
もの数が大幅に変動し、指導員は常時子どもの出
欠状況の確認と所在確認を行っていた。これには
利用児童の校区数が関係している。Ａは１校区か
らのみの利用であり、指導員が小学校へ迎えに行
った時点で来所人数を確認できるが、Ｃでは３校
区からの利用があるため、学年に加え、学校によ
り子どもの来所時間に差が生まれる。来所した子
どもを「お帰り」と迎えながら、あるいは荷物の
有無を確認しながら、生活室に設置されたボード
に出欠状況を表示し、指導員間で情報を共有して
いる。保育時間中に早く帰る子、延長保育を利用
せずに定時で帰宅する子、延長保育を利用する子
と、それぞれの帰宅時間を確認しながら、送り出
している。  
 
２．滞在場所と行為 
 図15は、来所時から帰宅時までの子ども達の滞
在場所と遊び集団の人数規模・構成の変化を15分
毎に示したものである。両事例とも「おやつ」・
「帰りの会」の時間帯には、学童保育児全員が生
活室に集まるが、「おやつ」・「帰りの会」以外
の時間帯の滞在場所には差異があり、Ａでは遊戯
室で過ごす子どもが多いのに対し、Ｃでは生活室、
遊戯室、図書コーナー、屋外と施設内外に分散し
ている。 
 Ａでは、調査日に屋外遊びはみられず、遊戯室
で【Ａ：大型ブロックで基地づくり、卓球、一輪
車、クッキング（一般利用児も参加するクラブ活
動）（15:15）】【Ａ：大型ブロックで基地づくり・
けいどろ、卓球、一輪車、ままごと（16:00）】の
ように、動的遊び、一定のスペースが必要な遊び、
静的遊び等、異なる種類の遊びが同時に発生して
いるが、遊びが衝突して中断する等のトラブルは
起こらず、遊びが継続的に展開されていた。生活
室では【Ａ：宿題、荷物整理（15:00）】【宿題、
おやつ当番（15:15）】、図書室では【Ａ：おしゃ
べり（15:10）】【Ａ：読書（16:30）】のように、
ほとんどが静的行為であるが、いずれも常時使わ
れているわけでなく、滞在時間も使用人数も少な
い。また【Ａ：遊戯室から玄関に移動して、まま
ごと(16:15)】のように、子ども自身で場所を選ん
で遊びを展開することもできていた。指導員が事
務室に滞在している場面が多いこともあり、指導
員の執務空間である事務室で【Ａ：指導員と会話
(11)
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（15:10）】だけでなく【Ａ：ソファで毛糸遊び
(16:15)】する姿も見られ、子どもの過ごす場のひ
とつとなっている。 
 一 方 Ｃ で は 、 屋 外 で は 【 Ｃ :ド ッ ジ ボ ー ル
（14:15-15:15、15:45-16:30）】、遊戯室では【Ｃ：
大型ブロックで基地づくり、紙飛行機（16:00）】、
図書コーナーでは【Ｃ:読書・漫画、折紙、ピアノ
（16:00）】、生活室では【Ｃ:宿題、おやつ、片
付け（おやつ当番）（16:00）】のように、全ての
空間が使われていた。事務室では【Ｃ:指導員に道
具を借りる（15:45）】【Ｃ：指導員と会話（16:15）】
のように、一時的に滞在する程度である。図書コ
ーナーにはカーペット、ソファ、平均台、ピアノ
が置かれていることで明確な静的領域が作られて
おり、静的遊びを安定的に行うことができていた
が、遊戯室では【Ｃ:ブロック基地づくりをする男
子２人に対して指導員が「危ないから真ん中じゃ
なくて端っこでやって」と指示を出す（14:25）】、
【Ｃ:生活室から追いかけっこして出てきた子ど
もに指導員が「うるさい」と注意する（14:27）】
というように、指導員が遊ぶ場所や行動を調整・
規制する場面がみられ、遊びが一時中断する場面
も見られた。 
 
３．遊び集団の構成 
 最後に、遊び行為や会話を共にしているまとま
りを遊び集団と捉えてみていく。【おやつ】【帰
りの会】【帰宅】時間帯以外の遊び集団数は、Ａ
では最大9（16:00）、最小4（16:00）、平均7.0で
あるのに対して、Ｃでは最大14（15:15）、最小7
（14:15）、平均11.4と、登録児童数の多いＣの方
が遊び集団の数も多い。いずれも１集団の人数は1
人から10人以上から成るが、Ｃでは遊び集団の規
模が2～3人の割合がやや大きい。 
 遊び集団の構成をみると、Ａでは男女混合が半
数を占めているが、Ｃでは男子・女子の同性集団
が多く、同種の遊びであっても複数の小集団で行
われている場面がみられた。【Ｃ:屋外でドッジボ
図 15 子ども達の滞在場所と遊び集団の種類（15 分毎） 
 
(12)
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ール、室内でボール遊び（16:15-16:30）】【Ｃ:
図書コーナーで折り紙、生活室で折り紙（16:15）】
というように、自然な遊び行動の中で、学童保育
の集団規模が大きいと、仲のよい友だちから成る
小集団で遊びが成立しているが、Ａでは集団規模
が小さいため、遊びの成立のために子ども同士が
関わらざるを得ず、結果的に縦の関係づくりにも
つながっている。 
 
Ⅶ まとめ 
 
 本研究では、子ども達の集団規模と施設の平面
構成から学童保育の特徴を明らかにした。本調査
で得られた結果を以下に要約する。 
1)児童館での開設が多い京都市の学童保育では、
事例により登録児童数に大きな差があった。複数
校区からの利用を前提に施設整備を行っており、
校区数が多いほど大規模化している傾向があった。
大規模化を解消するためには、「１中学校区１児
童館設置」という整備指針では不十分である。 
2)アンケート調査から、登録児童数が大きくなる
と、子ども１人当たりの床面積が小さくなり、過
密化による弊害を引き起こしていることが明らか
になった。おやつや昼寝といった生活行為を一室
で一斉に行えない、落ち着ける場が確保しにくい、
子どもの多様な要求に対応できない等、遊びや生
活に支障がある事例が存在した。また、集団規模
が大きくなると、指導員は子どもの所在把握が困
難になり、調理やお出かけ等の活動にも影響を及
ぼすこと、全員の子どもと話ができない、子ども
同士のタテの関係が希薄になる等、子どもと指導
員、子ども同士の関係性にも影響を及ぼす傾向が
伺えた。特に本調査では、50名を超えると全員の
子どもと日常的な関わりができなくなっていた。
そのような中、分室を確保したり増設したりする
等、生活室を複数確保しているケースでは過密化
が若干緩和しており、物理的改善の必要性を示す
ことができた。 
3)ヒアリング調査の結果から、自由遊びにおける
遊戯室の使われ方や保育の仕方に差異があった。
30人以下の事例では、室で行為を分けることなく
子ども達は好きな場所で遊んでいたが、51人～70
人以下の事例では、室機能によって遊びを分け、
さらに分担等の保育方法を工夫することで、遊び
の混在や干渉を避けて遊んでいた一方、70人超の
事例では、室機能によって遊びを分ける努力はし
ているが分けきれず、廊下や施設外にも子どもの
行動があふれ出す事例が存在した。 
4)本観察調査から、空間の使われ方と遊び集団の
構成を比較した結果、30人規模で３室型の事例で
は、遊びの成立のために子ども同士が関わらざる
を得ず、結果的にたての関係づくりにつながって
いた。60人規模で２室１Ｃ型の学童保育所では、
10人規模の大集団も形成されていたが、2～3人規
模で遊ぶ子どもが多く、同性集団で遊ぶ子が多い
傾向が確認された。 
 今回調査対象とした京都市の学童保育は、すべ
て２室以上の室構成であったが、生活室と遊戯室
で動的遊びと静的遊びを分けることは最低限必要
である。また、図書室等の第３の空間が、ほっと
一息つけるような空間として有効であることが示
唆された。全員が集まっておやつを食べたりでき
る広さをもつ部屋が必要であること、50人以下だ
と複数室による機能分けが有効であり、50人以上
だと有効に作用しないことが伺えた。 
 以上から、子どもの自然な遊びや生基本的活行
為を保障するためには、分割等によって施設空間
の過密化の解消が必須であり、指導員が子どもと
継続的に関わり、子どもの様子を把握し、子ども
同士の関係づくりのためには、分割等により集団
規模を縮小させる必要性が明らかになった。 
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注 
注1) 「学童保育」は通称であり、放課後児童健全育成
事業のことを指す。 
注2) 諸外国の学童保育には実施に当たっての集団規
模に関する規定がある。例えば、ドイツでは 25
人まで、イギリスでは 26 人までである。また、
スタッフ１人当たりの子ども数では、フランスで
は 12 人/人、イギリスでは 8 人/人と、日本の基
準と比べて少規模である。詳しくは、池本美香編
著『子どもの放課後を考える-諸外国との比較で
みる学童保育問題』勁草書房(2009)参照。 
注3) 事業の開始当初は高学年の居場所という位置づ
けで、対象が 4〜6 年生であったが、2009 年度か
ら 1～6 年生になった。また、児童館がない 7 校
区では、学童保育機能を有した放課後まなび教室
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も実施している。  
注4) 市立小学校 170 校（国立・私立 17 校を除く）に
対する学童保育所数を設置率とする。京都市は
「１中学校区１児童館設置」を整備方針にもつた
め、全国に比べてやや低い値となっている。 
注5) 調査実施時点では、保育時間は平日が下校後～
18:00、土曜日・学校休業日は 9 :00～18:00 であ
ったが、利用者のニーズに対応して拡大された。
また、利用料は 6,000 円/月を上限であったが値
上げしている。 
注6) 実際には、一般利用児童の利用も多少あるため、
より過密になっている可能性があるが、ここでは
登録児童数と施設規模との大まかな傾向を捉え
ることをねらいとしている。 
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平面構成と集団規模からみた学童保育の特徴 
−京都市の事例から− 
 
塚田 由佳里，小伊藤 亜希子  
 
要旨： 
 大規模学童保育の解消が進まず、学童保育の適正規模化と子どもの人数規模に応じた施設整備が急務の
課題である中、本研究では、子どもの集団規模と平面構成による学童保育の差異を明らかにしようとして
いる。3 調査を行った結果、得られた知見は以下である。  
1) 利用児童数は利用校区数に関連する傾向がある。京都市の学童保育は、複数校区からの利用を前提に
施設整備を行っているが、大規模化を解消するためには「中学校区に１学童保育所」という整備方針
では不十分である。  
2) アンケート調査から、利用児童数が多くなると子ども１人当たりの面積が小さくなり、特に 50 人を
超える事例では過密化による弊害が引き起こされている。そうした中で、分室を確保したり増設する
ことで、生活室を複数確保している事例では過密化が若干緩和しており、物理的改善の必要性を示す
ことができた。  
3) ヒアリング調査から、自由遊びにおける遊戯室の使われ方や保育の仕方は集団規模により差異がみら  
れた。適正規模（40 人以下）の事例では、子どもは好きな場所で自由に遊んでいたが、許容規模（41
人〜70 人）の事例では、遊びグループによって部屋を分けることでトラブルなく遊べていた。大規模
（70 人超）の事例では、部屋の中だけでなく、廊下や施設外にも広がって遊んでいた。  
4) ３室で 30 人規模の事例と 1 コーナー付き 2 室で 60 人規模の事例の観察調査から、子ども集団の構成  
に差異があることが伺えた。  
(14)
－ 34 －
生活科学研究誌・Vol.12 (2013)
